
令和８年度
介護事業所等集団指導
（地域密着型サービス事業所編）

宇部市 健康福祉部 介護保険課



もくじ

１．地域密着型サービスの利用について

２．協力医療機関に関する届出

３．サービス提供体制強化加算の算定



１．地域密着型サービスの利用について①

［事例①］

他市在住の利用者が宇部市に転入。包括支援センターの紹介もあり、そのままグ
ループホームに入居した。

［結果①］

グループホームは住所地特例対象施設ではない。他市から直接グループホームに
入居するのは不適切。

最近起きた事例をご紹介します。

地域密着型サービスは原則（※）として宇部市の被保険者が利用するものであ
り、他市から直接グループホームに入居することは適切ではありません。

この事例が増えると、宇部市の被保険者がサービスを利用できなくなるほか、
宇部市の介護保険料の増加につながります。

※地域密着型通所介護等は住所地特例で宇部市に在住する他市被保険者も利用できます。 １



１．地域密着型サービスの利用について②

［事例②］

住所地特例で宇部市の有料老人ホームに入居。その後、地域密着型の特別養護老
人ホームに転居した。

［結果②］

地域密着型の特別養護老人ホームは住所地特例対象施設ではない。他市被保険者
が直接地域密着型の特別養護老人ホームに入居するのは不適切。

最近起きた事例をご紹介します。

事例①と同様に、他市被保険者が直接地域密着型の特別養護老人ホームに入居
するのは適切ではなく、通常の特別養護老人ホーム（住所地特例対象施設）を
検討すべき事例。

「地域密着型サービス」の趣旨は事業所が十分に理解した
うえで、適切なサービス提供を行ってください。 ２



協力医療機関と実効性のある連携体制を確保する観点から、年に一回以上、協力医

療機関と入所者の急変時等における対応を確認し、当該医療機関の名称や当該医療

機関との取り決めの内容を指定権者に届け出ることが義務付けられています。

▼以下のとおりご提出ください

【対象となるサービス】（介護予防）認知症対応型共同⽣活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者⽣活介護

【 提 出 期 限 】 令和８年４月３０日（木）

【 提 出 書 類 】・協力医療機関に関する届出書（別紙３）

・各協力医療機関の協力内容が分かる書類（協定書等の写し）

【 提 出 方 法 】 メール （kaigo@city.ube.yamaguchi.jp）
３

【グループホーム・地域密着型特養】

２．協力医療機関に関する届け出について

mailto:kaigo@city.ube.yamaguchi.jp


３．令和８年度サービス提供体制強化加算
サービス提供体制強化加算は、原則前年度の実績（令和７年４月～令和８年２月）に基づ

き、算定できるか否かが決定されます。

当該加算を算定されている事業所は、令和８年度も算定できるか確認し、変更になる場合

は加算届を提出してください。（令和８年４月１５日まで）

【指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型
介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事
項について】

職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平
均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、
又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方
法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した
事業者については、４月目以降届出が可能となるものであること。
なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了者については、各
月の前月の末日時点で資格を取得又は研修の課程を修了している者とすること。

４


